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３ 法人課税 

１ 構造的な賃上げの実現 

(１)給与等の支給額が増加した場合の税額控除制度(大綱 P.64～66) 

次の措置が講じられます。 

①全法人向けの措置について、次の見直しを行った上、その適用期限が３年(令和９年３月31日まで)延

長されます。 

イ 原則の税額控除率が10％(現行：15％)に引き下げられます。 

ロ 税額控除率の上乗せ措置を次の場合の区分に応じそれぞれ次のとおりとされます。 

(イ)継続雇用者給与等支給額の継続雇用者比較給与等支給額に対する増加割合が４％以上である

場合 

⇒額控除率に５％(その増加割合が５％以上である場合には10％とし、その増加割合が７％以上

である場合には15％とされます。)が加算されます。 

(ロ)教育訓練費の額の比較教育訓練費の額に対する増加割合が10％以上であり、かつ、教育訓練費

の額が雇用者給与等支給額の0.05％以上である場合 

⇒税額控除率に５％が加算されます。 

(ハ)プラチナくるみん認定又はプラチナえるぼし認定を受けている場合 

⇒税額控除率に５％が加算されます。 

ハ 本措置の適用を受けるために｢給与等の支給額の引上げの方針、取引先との適切な関係の構築の方針

その他の事項｣を公表しなければならない者に、常時使用する従業員の数が2,000人を超えるものが加

えられます。 

ニ 本措置の適用を受けるために公表すべき｢給与等の支給額の引上げの方針、取引先との適切な関係の

構築の方針その他の事項｣における取引先に消費税の免税事業者が含まれることが明確化されます。 

②青色申告書を提出する法人で常時使用する従業員の数が2,000人以下であるもの(その法人及びその法

人との間にその法人による支配関係がある法人の常時使用する従業員の数の合計数が１万人を超える

ものを除きます。)が、令和６年４月１日から令和９年３月31日までの間に開始する各事業年度におい

て国内雇用者に対して給与等を支給する場合において、継続雇用者給与等支給額の継続雇用者比較給

与等支給額に対する増加割合が３％以上であるときは、控除対象雇用者給与等支給増加額の10％の税

額控除ができる措置が加えられます｡この場合において、継続雇用者給与等支給額の継続雇用者比較給

与等支給額に対する増加割合が４％以上であるときは､税額控除率に15％を加算し、教育訓練費の額の

比較教育訓練費の額に対する増加割合が10％以上であり､かつ､教育訓練費の額が雇用者給与等支給額

の0.05％以上であるときは、税額控除率に５％を加算し、当期がプラチナくるみん認定若しくはプラ

チナえるぼし認定を受けている事業年度又はえるぼし認定(３段階目)を受けた事業年度であるときは、

税額控除率に５％が加算されます。ただし、控除税額は、当期の法人税額の20％が上限とされます。 

(注)資本金の額等が10億円以上であり､かつ､常時使用する従業員の数が1,000人以上である場合には､給与

等の支給額の引上げの方針､取引先との適切な関係の構築の方針その他の事項をインターネットを利用

する方法により公表したことを経済産業大臣に届け出ている場合に限り、適用があるものとされます。 
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③中小企業向けの措置について、次の見直しを行い、控除限度超過額は５年間の繰越しができることと

した上、その適用期限が３年(令和９年３月31日まで)延長されます。 

イ 教育訓練費に係る税額控除率の上乗せ措置について、教育訓練費の額の比較教育訓練費の額に対する

増加割合が５％以上であり、かつ、教育訓練費の額が雇用者給与等支給額の0.05％以上である場合に

税額控除率に10％を加算する措置とされます。 

ロ 当期がプラチナくるみん認定若しくはプラチナえるぼし認定を受けている事業年度又はくるみん認

定若しくはえるぼし認定(２段階目以上)を受けた事業年度である場合に税額控除率に５％を加算す

る措置が加えられます。 

(注)繰越税額控除制度は、繰越税額控除をする事業年度において雇用者給与等支給額が比較雇用者給与等

支給額を超える場合に限り、適用できることとされます。 

④その他所要の措置が講じられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(出典：経済産業省 説明資料) 

 

(２)大企業につき研究開発税制その他生産性の向上に関連する税額控除の規定(特定税額控除規定)を適

用できないこととする措置(大綱 P.66) 

次の見直しを行った上、その適用期限が３年(令和９年３月31日まで)延長されます。 

①資本金の額等が10億円以上であり、かつ、常時使用する従業員の数が1,000人以上である場合及び前事

業年度の所得の金額が零を超える一定の場合のいずれにも該当する場合における要件の上乗せ措置に

ついて、次の見直しが行われます。 

イ 本措置の対象に、常時使用する従業員の数が2,000人を超える場合及び前事業年度の所得の金額が零

を超える一定の場合のいずれにも該当する場合が加えられます。 

ロ 国内設備投資額に係る要件を、国内設備投資額が当期償却費総額の40％(現行：30％)を超えることと

されます。 
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(出典：経済産業省 説明資料) 

(３)中小企業事業再編投資損失準備金制度(大綱 P.67) 

産業競争力強化法の改正を前提に、青色申告書を提出する法人で同法の改正法の施行の日から令和９

年３月31日までの間に産業競争力強化法の特別事業再編計画(仮称)の認定を受けた認定特別事業再編事

業者(仮称)であるものが、その認定に係る特別事業再編計画に従って他の法人の株式等の取得(購入によ

る取得に限ります。)をし、かつ、これをその取得の日を含む事業年度終了の日まで引き続き有している

場合(その株式等の取得価額が100億円を超える金額又は１億円に満たない金額である場合及び一定の表

明保証保険契約を締結している場合を除きます。)において、その株式等の価格の低落による損失に備え

るため、その株式等の取得価額に次の株式等の区分に応じそれぞれ次の割合を乗じた金額以下の金額を

中小企業事業再編投資損失準備金として積み立てたときは、その積み立てた金額は、その事業年度にお

いて損金算入できる措置が加えられます。 

①  その認定に係る特別事業再編計画に従って最初に取得をした株式等 90％ 

② 上記①に掲げるもの以外の株式等 100％ 

この準備金は、その株式等の全部又は一部を有しなくなった場合、その株式等の帳簿価額を減額した

場合等において取り崩すほか、その積み立てた事業年度終了の日の翌日から10年を経過した日を含む事

業年度から５年間でその経過した準備金残高の均等額を取り崩して、益金算入することとされます。 

 

２ 生産性向上・供給力強化に向けた国内投資の促進 

(１)イノベーションボックス税制の創設(大綱 P.70～71) 

青色申告書を提出する法人が、令和７年４月１日から令和14年３月31日までの間に開始する各事業年

度において居住者若しくは内国法人(関連者(注１)であるものを除きます。)に対する特定特許権等(注２)の譲

渡又は他の者(関連者であるものを除きます。)に対する特定特許権等の貸付け(注３)(以下｢特許権譲渡等

取引｣といいます。)を行った場合には、次の金額のうちいずれか少ない金額の30％に相当する金額は、

その事業年度において損金算入できることとされます。 
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①その事業年度において行った特許権譲渡等取引ごとに、次のイの金額に次のロの金額のうちに次のハ

の金額の占める割合を乗じた金額を合計した金額 

イ その特許権譲渡等取引に係る所得の金額 

ロ 当期及び前期以前(令和７年４月１日以後に開始する事業年度に限ります。)において生じた研究開発
費の額(注４)のうち、その特許権譲渡等取引に係る特定特許権等に直接関連する研究開発に係る金額の
合計額 

ハ 上記ロの金額に含まれる適格研究開発費の額(注５)の合計額 

②当期の所得の金額 

(注１)｢関連者｣は、移転価格税制における関連者と同様の基準により判定されます。 

(注２)｢特定特許権等｣とは、令和６年４月１日以後に取得又は製作をした特許権及び人工知能関連技術を

活用したプログラムの著作権で、一定のものをいいます。 

(注３)｢特定特許権等の貸付け｣には、特定特許権等に係る権利の設定その他他の者に特定特許権等を使用

させる行為を含みます。 

(注４)｢研究開発費の額｣とは、研究開発費等に係る会計基準における研究開発費の額に一定の調整を加え

た金額をいいます。 

(注５)｢適格研究開発費の額｣とは、研究開発費の額のうち、特定特許権等の取得費及び支払ライセンス料、

国外関連者に対する委託試験研究費並びに国外事業所等を通じて行う事業に係る研究開発費の額

以外のものをいいます。 

(注６)令和９年４月１日前に開始する事業年度において、当期において行った特許権譲渡等取引に係る特

定特許権等のうちに令和７年４月１日以後最初に開始する事業年度開始の日前に開始した研究開

発に直接関連するものがある場合には、上記①の金額は、次の①の金額に次の②の金額のうちに次

の③の金額の占める割合を乗じた金額とされます。 

①当期において行った特許権譲渡等取引に係る所得の金額の合計額 

②当期、前期及び前々期において生じた研究開発費の額の合計額 

③上記②の金額に含まれる適格研究開発費の額の合計額 

(注７)本制度の適用において、法人が関連者に対して支払う特定特許権等の取得費又はライセンス料が独

立企業間価格に満たない場合には、独立企業間価格によることとし、国内の関連者に対してこれら

の費用を支払う場合には、所要の書類を作成し、税務当局からの求めがあった場合には遅滞なく提

示し、又は提出しなければならないこととされます。また、更正期限を延長する特例、同業者に対

する質問検査権、書類の提示又は提出がない場合の推定課税その他所要の措置が講じられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(出典：経済産業省 説明資料) 
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(２)試験研究を行った場合の税額控除制度(研究開発税制)(大綱 P.71～72) 

次の見直しが行われます 

①制度の対象となる試験研究費の額から、内国法人の国外事業所等を通じて行う事業に係る試験研究費

の額が除外されます。 

②一般試験研究費の額に係る税額控除制度について、令和８年４月１日以後に開始する事業年度で増減

試験研究費割合が零に満たない事業年度につき、税額控除率を次のとおり見直すとともに、税額控除

率の下限(現行：１％)が撤廃されます。 

開始事業年度 税額控除率 

令和８年４月１日から令和11年３月31日までの間 8.5％＋増減試験研究費割合×30分の8.5 

令和11年４月１日から令和13年３月31日までの間 8.5％＋増減試験研究費割合×27.5分の8.5 

令和13年４月１日以後 8.5％＋増減試験研究費割合×25分の8.5 

 

(３)交際費等の損金不算入制度(大綱 P.75～76) 

次の措置を講じた上、その適用期限が３年(令和９年３月31日まで)延長されます。 

①損金不算入となる交際費等の範囲から除外される一定の飲食費に係る金額基準が１人当たり１万円以

下(現行：5,000円以下)に引き上げられます。 

適用期日等：令和６年４月１日以後に支出する飲食費について適用 

②接待飲食費に係る損金算入の特例及び中小法人に係る損金算入の特例の適用期限が３年(令和９年３

月31日まで)延長されます。 

(４)外形標準課税(大綱 P.76～77) 

①減資への対応 

イ 外形標準課税の対象法人について、現行基準(資本金又は出資金(以下単に｢資本金｣といいます。)１

億円超)が維持されます。ただし、当分の間、当該事業年度の前事業年度に外形標準課税の対象であ

った法人であって、当該事業年度に資本金１億円以下で、資本金と資本剰余金(これに類するものを

含む。以下単に｢資本剰余金｣といいます。)の合計額(以下｢資本金と資本剰余金の合計額｣といいま

す。)が10億円を超えるものは、外形標準課税の対象とされます。 

ロ 施行日以後最初に開始する事業年度については、上記イにかかわらず、公布日を含む事業年度の前事業

年度(公布日の前日に資本金が１億円以下となっていた場合には、公布日以後最初に終了する事業年度)

に外形標準課税の対象であった法人であって、当該施行日以後最初に開始する事業年度に資本金１億

円以下で、資本金と資本剰余金の合計額が10億円を超えるものは、外形標準課税の対象とされます。 

ハ その他所要の措置が講じられます。 

適用期日等：令和７年４月１日に施行し、同日以後に開始する事業年度から適用 

②100％子法人等への対応 

イ 資本金と資本剰余金の合計額が50億円を超える法人(当該法人が非課税又は所得割のみで課税される法

人等である場合を除きます。)又は相互会社・外国相互会社(以下｢特定法人｣といいます。)の100％子法

人等(注)のうち、当該事業年度末日の資本金が１億円以下で、資本金と資本剰余金の合計額(公布日以後

に、当該100％子法人等がその100％親法人等に対して資本剰余金から配当を行った場合においては、当

該配当に相当する額を加算した金額)が２億円を超えるものは、外形標準課税の対象とされます。 

(注)｢100％子法人等｣とは、特定法人との間に当該特定法人による法人税法に規定する完全支配関係がある

法人及び100％グループ内の複数の特定法人に発行済株式等の全部を保有されている法人をいいます。 
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ロ 産業競争力強化法の改正を前提に、令和９年３月31日までの間に同法の特別事業再編計画(仮称)の認

定を受けた認定特別事業再編事業者(仮称)が、当該認定を受けた計画に従って行う一定の特別事業再

編(仮称)のための措置として他の法人の株式等の取得、株式交付又は株式交換を通じて当該他の法人

を買収し、その買収(一定のものに限ります。)の日以降も引き続き株式等を有している場合には、当

該他の法人(当該認定特別事業再編事業者(仮称)が当該計画の認定を受ける前５年以内に買収した法

人を含む。以下｢他の法人等｣といいます。)が行う事業に対する法人事業税については、当該買収の

日の属する事業年度からその買収の日以後５年を経過する日の属する事業年度までの各事業年度に

おいては、外形標準課税の対象外とされます。ただし、当該他の法人等が、現行基準(資本金１億円

超)又は上記①により外形標準課税の対象である場合は、特例措置の対象から除外されます。 

ハ 上記イにより、新たに外形標準課税の対象となる法人について、外形標準課税の対象となったことに

より、従来の課税方式で計算した税額を超えることとなる額のうち、次に定める額を、当該事業年度

に係る法人事業税額から控除する措置が講じられます。 

(イ)令和８年４月１日から令和９年３月31日までの間に開始する事業年度 

⇒当該超える額に３分の２の割合を乗じた額 

(ロ)令和９年４月１日から令和10年３月31日までの間に開始する事業年度 

⇒当該超える額に３分の１の割合を乗じた額 

ニ その他所要の措置が講じられます。 

適用期日等：令和８年４月１日に施行し、同日以後に開始する事業年度から適用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(出典：経済産業省 説明資料) 

 

(５)中小企業者の欠損金等以外の欠損金の繰戻しによる還付制度の不適用措置(大綱 P.82) 

適用期限を２年(令和８年３月31日まで)延長するとともに、対象から銀行等保有株式取得機構の欠損

金額を除外する措置の適用期限が２年(令和８年３月31日まで)延長されます。 

 

(６)特定の基金に対する負担金等の損金算入の特例の見直し(大綱 P.86) 

中小企業倒産防止共済法の共済契約(経営セーフティ共済)の解除があった後同法の共済契約を締結し

た場合には、その解除の日から同日以後２年を経過する日までの間に支出する当該共済契約に係る掛金

については、本特例の適用ができないこととされます。 

適用期日等：令和６年10月１日以後の共済契約の解除について適用 
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本稿は、『令和６年度税制改正大綱』(令和５年12月14日 自由民主党･公明党)を基に、その他各省庁資料などから参考資料を抜粋して作成しています。 
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(７)中小企業者等の少額減価償却資産の取得価額の損金算入の特例(大綱 P.87) 

対象法人から電子情報処理組織を使用する方法(e-Tax)により法人税の確定申告書等に記載すべきも

のとされる事項を提供しなければならない法人のうち常時使用する従業員の数が300人を超えるものを

除外した上、その適用期限が２年(令和８年３月31日まで)延長されます。 


